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Pro-poor 成長から包摂的成長（Inclusive Growth）へ 
貧困に配慮する成長を表わすのに「包摂的成長」という用語が使われるようになったのは、
2000 年代の半ば頃である。それまでは Pro-poor Growth や Broad based Growth という表
現が使われてきた。前者は貧困層により多くの成長の果実をもたらすという結果重視の考え
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2 Pro-poor 成長について、例えば下記のような定義が見られる。 
OECD 開発援助委員会（DAC）：貧困層の能力向上により貧困者が成長に貢献し恩恵を受け
るような成長のパターンと歩み（http://www.oecd.org/dac/povertyreduction/37585378.pdf 
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的な要件であるとしている点は ADB の大きな特徴である。 
一方で 2008 年発表の長期戦略に先立つ政策ペーパーでは、アジア地域において国内格差
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 UNDP は世界銀行や ADB とは違って、包摂的成長とはどういうものであるのかを自身の






バックグラウンド・ペーパーにあたる Ranieri and Ramos[2013]では、包摂的成長に関す

















                                            
4 同センターは研究や政策対話などを通じて行う南南協力の推進を業務の柱としている。 
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様々な種類のショックがある。たとえば Hoogeveen et al.[2005]では、自然災害、病気、障
害、感染症等の健康リスク、誕生から老人となるまでのライフサイクルにおけるリスク、犯
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要因         発現（包摂的成長の論点）      結果 
１．構造的不平等    ①教育機会の差         低い教育水準⇒貧困、低成長 
            ②保健サービスの差       不健康、病気⇒貧困、低成長 
            ③雇用機会に差         低賃金⇒貧困、低成長 
            ④エンパワメントに差     低い能力発揮⇒貧困、低成長 
            ⑤法、権力に差         不平等の継続⇒貧困 
２．所得格差      ⑥経済成長の構造・メカニズムに影響  成長を促す又は損なう  
                               （後述） 













                                            
8 例えば、World Bank[2006]では、世代を超えた所得格差の伝達の測定は通常、世代間の賃
金弾力性で測るとして、アメリカやヨーロッパでの複数の研究例を紹介している（たとえば
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11 ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）は 2009 年 9 月の国連ミ
レニアムサミットで採択された国連ミレニアム宣言を基にまとめられたもの。極度の貧困と
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た。持続可能な開発目標（SDGs12）でも、引き続きジェンダー平等は目標の一つに掲げら









働参加率は 1980 年から 2008 年の期間に 50.2％から 51.8％に拡大し、ジェンダーギャップ













                                            
12 持続可能は開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）は貧困を撲滅し、持続可
能な世界を実現するための 2016 年から 2030 年までの国際目標。17 のゴール、169 のター
ゲットからなる。2015 年 9 月の国連サミットにおいて採択された。 
13 Amin et al.[2015]では、ジェンダー平等の進展は貧困国においては経済成長に有意にプラ
スとなるが、相対的に豊かな国では有意な関係は見い出せなかったとされている。 






15 「一億総活躍プラン」（平成 28 年 6 月 2 日閣議決定）では、たとえば仕事と育児が両立
できる環境整備を施策として挙げている。結婚・出産後にいったん仕事を辞め、育児が落ち
着く時期に仕事に復帰するまでの期間、女性の労働力比率は落ち込む（その数は 301万人）。
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いて Aquirre et al.[2012]は、女性の労働参加率が男性と同じ程度にまで上昇することによっ
て、アメリカでは 5％、日本 9％、アラブ首長国連邦 12％、エジプト 34％と、それぞれ GDP
を押し上げると推計している。また Gonzales et al.[2015]は国連のジェンダー不平等指数が
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われた別の研究においても、このような関係は確認されている（Alesina et al.[2003]）。 
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あるとしている 22。Barro[2008]は逆 U 字曲線は実証分析により確認されていると述べた上
で、所得格差が拡大から縮小に転換する所得水準は 3,050 ドル（2000 年価格）と推計され
ることを示している 23。一方で少なくとも先進国においては、逆 U 字を辿った後、近年で
は所得格差は再び拡大しており、単純な逆 U 字仮説は当てはまらないことが明白になって
きた。たとえばアメリカの経済発展と格差の推移を見ると、1980 年頃までは逆 U 字の動き
がみられるが、80 年代以降、格差は明らかに拡大している（参考１を参照）24。また、途
上国に関しても逆 U 字の動きを示していないとする実証研究が発表されている。Bruno et 
al.[1996]は 70 年代には逆Ｕ字仮説を支持する研究が発表されたが、これらは国による違い
考慮しておらずミスリーディングであったとして、パネルデータによる分析では逆Ｕ字仮説
は支持されないと述べている 25。開発経済学のテキストとして定評のある Todaro and 
Smith[2003]でも、成長と所得分配に強い明確な関係は読み取れないとして、下位 40％の所












1,920 ドル（2000 年価格）。どちらの回帰式においても、一人当たり GDP に有意に正、一
人当たり GDP の二乗に有意に負の相関という結果となったことを示している。 
24 Piketty[2013]も、このような動きについて Kuznets の研究を系統立てて拡張したところ、
所得格差を変化させる要因は部門間の労働移動ではなく資本主義の基本原則に基づく必然
的な動きであると述べている（後述）。 
25 Bruno et al.[1996]では、45 カ国について 1947～1993 年までのパネルデータにより経済
成長と所得格差の推移を検証したところ、ジニ係数の分散のうち時系列によると考えられる
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表－２ ジニ係数の国際比較（上位・下位１０カ国） 
順位 国名 ジニ係数 順位 国名 ジニ係数 
1 アゼルバイジャン 2005 16.6 148 レソト 2010 54.2 
2 ウクライナ 2013 24.6 149 ザンビア 2010 55.6 
3 スロベニア 2012 25.6 150 コモロ 2004 55.9 
4 ノルウェー2012 25.9 151 中央アフリカ 2008 56.2 
5 ベラルーシ 2012 26.0 152 スリナム 1999 57.6 
6 チェコ 2012 26.1 153 ボツワナ 2009 60.5 
7 スロバキア 2012 26.1 154 ハイチ 2012 60.8 
8 カザフスタン 2013 26.4 155 ナミビア 2009 61.0 
9 コソボ 2013 26.7 156 ミクロネシア 2000 61.2 
10 アイスランド 2012 26.9 157 南アフリカ 2011 63.4 















                                                                                                                                
 (1) (2) 
定数項 38.637***(8.530) 29.433***(8.401) 
一人当たり GDP(対数) 0.148（0.282） 0.450(1.156) 
（旧）共産圏 －7.481***(－4.354) －2.496**（－1.812） 
アフリカ  10.147***(6.449) 
中南米  14.960***(8.641) 
アジア  3.075**(1.765) 
修正済決定係数 0.142 0.536 
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方によれば、こうした制度の違いは格差の初期水準を決めるだけでなく、格差を含む社会構
造のありようが経済成長の大きさを左右することになる。 















出発点            [格差を変える力]  
歴史等に基づく       部門間の労働移動       新たな   成長に影響 
構造的不平等        技術進歩・報酬率変化    格差水準 
              ｒ＞ｇ         
 （ 制 度 ）      社会変容 等々     （  制 度  ） 
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り、その結果、成長は損なわれるという経路である（Persson and Tabeline[1994], Alesina 
























えないとしている。アメリカの格差は 1820 年代以降、80 年間にわたって急激に拡大する
                                            








は長期的な成長を促す可能性もある（以上は平田[2012]による）。なお Myrskyalä et al.[2009]
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なる。Persson and Tabellini[1994]、Alesina and Rodrick[1994], Perroti[1996]は、所得格差
が成長を抑制するとする代表的な実証研究である。また Deininger and Squire[1998]は、所
得の格差は地域の要素を加えると成長率に有意な関係とならないものの、資産の格差は成長









その境界は 11,900 ドル（2000 年価格）と推計されたとしているのである 32。 






2005 年の所得格差の拡大は、1990～2000 年の GDP に対してメキシコとニュージーランド
で 10％以上、英国、フィンランド、ノルウェーで 9％、米国、イタリア、スウェーデンで
は 6～7％押し下げるほどであったとする。 
 注目される分析は Berg and Ostry[2011]で、ここでは所得の格差が高成長が続く期間に影
響を与えることに着目している。彼らは高成長が続く期間は、先進国やアジアではほとんど
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構造的不平等     機会の不平等     低成長 
 
所得格差       貯蓄増ほか       高成長 
 
             増税による投資減、消費減ほか     低成長 
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参考２ 所得格差が経済成長率に与える影響に関する研究例 
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Barro [2008] 2000 年の自身の実証研究をレビュー。
前回は所得格差と成長の関係は弱く、
信用市場、政治・経済的側面、社会不
安、貯蓄率は有意とならなかったが、
今回の推計では低所得国では格差は成
長にマイナス、高所得国（11,900 ドル
以上、2000 年価格）ではプラスの影響。
成長率に有意な説明変数は、初期の所
得水準、平均余命、経済の開放度、出
生率。 
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